
学生アパート所有者を構成員とする企業組

合の賃貸の募集勧誘行為は、宅建業法の無免

許営業に当たり、また、同企業組合と提携し

て媒介者として賃貸借契約の締結等を行った

宅建業者の行為が、宅建業法の名義貸し行為

に当たるとされた事例（東京高裁　平成19年

２月14日判決　破棄自判　ウエストロー・ジ

ャパン）

１　事案の概要

平成４年３月、Ｙ１は、某大学の開学に当

たって敷地を提供した地元住民を組合員と

し、清掃及び植栽管理業、駐車場業等を目的

として設立された企業組合である。

その後、大学から学生が利用するアパート

確保の依頼を受けたＹ１は、組合員にアパー

ト建築を働きかけるとともに、入居者の紹介

を求めてきた地元のアパート所有者を賛助会

員として、大学の入学者に対し、組合員及び

賛助会員のアパートの情報を提供する業務を

始めた。

Ｙ１は、宅建業の免許を有しておらず、上

記業務を開始した当初は、宅建業者Ａが、そ

の従業員であったａをＹ１の事務所に派遣し

ていた。そして、Ａは、アパートへの入居希

望者の受付、案内並びに重要事項説明書、賃

貸借契約書の説明及び交付等の業務をａに行

わせ、契約の成立により支払を受けた仲介手

数料から、情報提供料の名目でその３割程度

をＹ１に支払っていた。

平成７年12月ころ、Ａが倒産したため、Ｙ

１は、ａをＹ１の従業員として雇用し、Ｙ１

固有の業務を担当させつつ、従前と同様の業

務を引き続き行わせていた。一方、Ｙ１は、

その組合員が経営する宅建業者である法人Ｙ

２と他１社（以下「Ｙ２ら」という。）を賃

貸借契約に関与させるようになった。

平成12年ころ、Ｙ１は、アパートを紹介し、

その契約、入居の相談を受ける旨を記載した

Ｙ１名義のパンフレット（Ｙ２らの記載はな

いもの。）を作成し、これを大学を通じて入

学試験合格者に送付するようになった。また、

平成14年ころ、Ｙ１は、インターネット上の

ホームページに学生アパートを紹介し、Ｙ１

の事務所を訪問すれば現地を案内し、その場

で契約もできる旨の記事を掲載し、これを一

般の閲覧に供するようになった。

これらのパンフレット又はホームページを

見たアパートの入居希望者は、Ｙ１の事務所

を訪れて案内及び説明を受け、あるいは同事

務所に連絡して空き部屋を確認するなどし

て、それぞれ入居する部屋を決定し、重要事

項説明書及び賃貸借契約書の交付又は送付を

受けて、契約書等の必要書類に必要事項を記

入し、これをＹ２らに送付して契約に至って

いた。Ｙ２らは、アパートの入居希望者がＹ
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（東京高裁　平19・2・14 ウエストロー・ジャパン） 小野 勉

最近の判例から 

眞－無免許営業・名義貸し－

学生アパートの所有者らを構成員とする企業組合と宅建業
者が提携して、募集勧誘と賃貸借契約の締結等を行ったこ
とが、無免許営業や名義貸し行為にあたるとされた事例



１の事務所を訪れることから、仲介者をＹ２

らとする重要事項説明書及び賃貸借契約書を

Ｙ１の事務所に置いており、また、Ｙ１から

連絡を受けて、アパートの入居希望者にこれ

ら書類を送付するなどしていた。

そして、Ｙ１は、Ｙ２らがアパートの賃貸

借契約に関して受け取る仲介手数料の６割を

取得していた。

２　判決の要旨

裁判所は、次のとおり判示した。

宅建業法２条２号の媒介とは、当事者の一

方の依頼を受け、当事者間にあって宅地建物

の売買、交換、貸借の契約を成立させるため

にあっせん尽力するすべての事実行為を指称

するものと解され、単に当事者間に契約を成

立させることにとどまらず、契約成立に向け

ての賃借人等の募集、勧誘行為等は当然これ

に含まれるものと解するのが相当である。

前記のＹ１の一連の行為が、当事者間の賃

貸借契約を成立させるためにあっせん尽力す

る行為として、賃貸借契約の媒介に当たるこ

とは明らかであるというべきである。そして、

前記のとおり、アパートの入居希望者がＹ１

のこれらの一連の行為によって入居する部屋

を決定し、賃貸借契約に至っていること、Ｙ

１が、もともとＡの従業員であったａを雇用

して従前と同様の業務を続けさせていたこ

と、Ｙ１が、賃貸借契約に関する仲介手数料

の６割をＹ2らから取得していたことなどか

らすると、Ｙ１は、無免許でありながら、賃

貸借に不可欠の重要な部分を自らの事業とし

て営んでいたものであり、Ｙ２は上記のよう

なＹ１の無免許営業の事情を知りながら、Ｙ

１の媒介により既に賃貸借契約の締結を希望

するに至っている者に対し、媒介者をＹ２と

する重要事項説明書及び賃貸借契約書を提供

するなどして、媒介者としてＹ２の名義を使

用させていたものと認められる。

３　まとめ

無免許営業とは、宅建業法３条１項の免許

を受けない者が、自己のために宅建業を営ん

でいると客観的に認められる行為をいい、名

義貸しとは、免許を受けた者が、その免許名

義を他人に貸与する行為である。

現在はインターネット上のホームページを

利用しての募集勧誘が簡便に行える社会環境

にあることから、例えば本事例のように、宅

建業の免許を受けない者により、類似の行為

がなされることが懸念されるところである。

このため、宅建業者が依頼者のために営業す

るにあたっては、その相手方の無免許営業幇

助や、名義貸しの禁止に抵触することがない

よう留意することが必要であり、参考となる

事例として紹介するものである。
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仲介業者の媒介成立を故意に妨げて他業者

の仲介により紹介物件を購入したとして、報

酬相当額を買主に求めた事案において、買付

証明の有効期限経過により黙示の媒介契約は

効力を失ったとしてその請求を棄却した事例

（東京地裁　平成22年1月27日判決　棄却ウ

エストロー・ジャパン）

１　事案の概要

本件は、仲介業者Ｘと買主Ｙとの間に土地

売買の媒介契約（後記本件契約）があったの

にＹがＸの媒介による場合の成立を故意に妨

げたので、民法130条により同契約の条件が

成就したものとみなされるとして、ＸがＹに

対し、同契約に基づく相当な報酬及び遅延損

害金の支払を求めた事案である。

盧 宅地建物取引業者Ｘは、Ｙに対し、６月

21日に未公開物件であるとして本件土地を紹

介した。Ｙは、家族で見分し、購入希望をＸ

に伝え、Ｘの要請により、６月30日に売主宛

の不動産買付証明書をＸに交付した。同証明

書には、売買価格を坪305万円、購入希望不

動産を115.69㎡（約35坪）とする記載等のほ

か、末尾に「尚、本書の有効期限は平成20年

7月14日までとさせて頂きます。」との記載が

ある。

盪　Ｘは、Ｙに対し、宅地建物取引業法34条

の２第１項１号ないし７号所定の事項を記載

した書面（以下「業法所定書面」という。）

を交付していない。

蘯　Ｘは、６月30日ころ売主に買付証明書の

写しを交付したが、売主は、坪単価305万円

では取得原価以下となるので上記坪単価によ

る価格では売却できないとして応じなかっ

た。

盻　Ｘは、その後も売主と交渉せず、Ｙに対

し、交渉経緯等の適切な報告をしていなかっ

た。そして、買付証明書の有効期限の７月14

日までに売買の媒介をすることができなかっ

た。なお、Ｘは、その後もＹに複数の他物件

を紹介したが、Ｙは、これらの購入を断った。

眈　Ｙは、８月10日ごろ、本物件がまだ販売

されていることを知り、売主にＸを介して買

付証明書を提出したが回答がなかったこと及

び購入意思のあることを申し入れた。

眇　Ｙは、８月11日、売主から直接交渉を持

ちかけられ、同月12日以降、売主と売買条件

を交渉し、８月23日、売主の求めに従って他

の宅地建物取引業者の仲介により、本件土地

35.73坪を坪単価約370万円で購入する旨の売

買契約を締結した。

眄　そこで、Ｘは、Ｙとの間で買付証明書の

交付の時点において、Ｘの媒介によってＹと

売主との間で本件土地の売買が成立したとき

はＹがＸに相当額の報酬を支払うことを内容

とする媒介契約（諾成契約）が成立している

として、報酬金の請求をめぐり争いになった。

２　判決の要旨

裁判所は次のとおり判示し、Ｘの請求を棄
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（東京地判　平22・1・27 ウエストロー・ジャパン） 松木 美鳥

最近の判例から 

眥－媒介報酬－

買付証明書記載の有効期限をもって媒介契約の有効期間であるとし、媒介
契約に基づく報酬の支払い請求は効力を失ったとして、棄却された事例



却した。

盧　本件契約の成否について

Ｙは、宅地建物取引業者Ｘから本件土地を

紹介され、Ｘに対し、本件土地の購入希望を

伝えて媒介を依頼し、買付証明書を提出して

いることなどからすれば、遅くとも同証明書

が授受された６月30日までには、Ｘの媒介に

よってＹと売主との間でＹの希望する本件土

地の売買が成立したときはＹがＸに相当額の

報酬を支払う旨の本件契約が成立したものと

いえる。

確かに、業法所定書面は作成されていない

が、直ちに同契約の成立自体を否定すること

はできない。

盪　本件契約の有効期間

有効期限を７月14日までとする記載のある

買付証明書が授受されていることからすれ

ば、本件契約は、Ｘの媒介によってＹと売主

との間でＹの希望する本件土地について上記

有効期限までに売買が成立したときはＹがＸ

に対して相当額の報酬を支払うこととする契

約であったと推認することができる。

そして、上記認定のとおり、上記有効期限

までにＸの媒介による本件土地の売買はされ

なかったから、同契約は有効期間の経過によ

り効力を失ったというべきである。

したがって，同契約に基づく報酬の支払を

求める原告の請求は理由がない。

確かに、買付証明と媒介契約は本来同一で

はなく、媒介契約の有効期間より前に有効期

限が到来する買付証明書が授受されたとして

も、媒介契約の有効期間が短縮されるもので

はない。

しかし、有償の媒介契約は、その契約に基

づく売買の媒介がされたときに報酬の支払を

依頼者に義務付けるものであるから、永久に

その効力を有するとするとことはできない

（有効期間が業法所定書面の記載事項とされ

るのもそのことを示している。）。そして、Ｘ

が本件契約の有効期間を具体的に主張せず、

業法所定書面も交付していない本件において

は、Ｘが準備した用紙に被告が必要事項を記

載して作成した買付証明書記載の有効期限を

もって同契約の有効期間であるとするのが当

事者の合理的意思に合致し、相当である。

蘯 よって、原告の請求は理由がないから、

棄却する。

３　まとめ　

仲介業者による媒介行為の成果を享受しな

がら、途中から仲介業者を排除して売買契約

を成立させた当事者は、そのことが信義則に

反するものである限り、当該仲介業者に一定

の報酬を支払わなければならないとされてい

る。

本件は、民法130条（条件が成就すること

によって不利益を受ける当事者が、故意にそ

の条件の成就を妨げたときは、相手方は、条

件が成就したものとみなすことができる。）

に基づき、本件契約の条件が成就したものと

みなされるとして、仲介業者が買主に対し、

同契約に基づく相当な報酬及び遅延損害金の

支払を求めた事案である。

しかし、裁判所は、買付証明書の有効期限

までに土地の売買はされなかったから、同契

約は有効期限の経過により効力を失ったとい

えると判示し、同契約に基づく報酬の支払請

求を棄却した。同種の一事例として、実務上

参考になろう。
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土地の持ち主が、宅地建物取引業法64条の

２第１項の指定を受けた宅地建物取引業保証

協会に対し、その社員である宅建業者の詐欺

行為によって被った損害にかかる債権につき

同法64条の８に基づいて認証の申し出を行っ

たところこれを拒否されたため、同債権の認

証を求め、同協会による上記の運用は制度趣

旨に反するとして不法行為に基づく損害賠償

を求めた事案において、社員の欺罔行為によ

り生じた求償権又は損害賠償請求権は、同法

所定の｢その取引により生じた債権｣にはあた

らず、その債権について認証申し出を拒否し

たことにより権利が侵害されたものでもない

として、土地の持ち主の請求を棄却した事例

（東京地裁　平22年６月29日判決　請求棄却

ウエストロージャパン）

１　事案の概要

Ｘの母Ｂは，平成13年７月頃、その所有す

る宅地につき、宅建業者Ａに媒介を依頼した。

Ａは宅地建物取引業法64条の2第1項の指定を

受けた宅地建物業保証協会Ｙの社員であっ

た。

Ａの代表者は、平成13年９月初旬頃、２億

円を超える借金を抱え、その返済に追われて

いたため、Ｂが所有する土地を自己の金策に

利用しようと考え、販売の目途がなかったの

に、買主に見せる必要があるなどと虚偽の事

実を述べ、その旨誤信したＢから、当該土地、

その他の土地建物の登記済証を預かった。

平成13年９月13日、ＡはＢに対し、買主が

まだ見つからないので、Ａの事業資金を借り

入れる際の担保として一時的に当該土地を貸

してほしい旨、自己所有地を近々売却して，

必ず返済に充て、当該土地を販売するので心

配は不要である旨虚偽の事実を述べ、その旨

誤信したＢから、当該土地を担保に供するこ

との同意を得た上、実印と印鑑登録証を預か

った。

平成13年９月17日、Ａは当該土地に根抵当

権を設定することとし、Ｂを連れて、司法書

士事務所を訪問した。その際、Ｂは、同事務

所の司法書士から，債務者をＡとする当該土

地に対する根抵当権設定登記の委任状を示さ

れるなどしたが、特段、疑義を呈することな

く上記委任状の委任者（義務者氏名）欄に署

名をした。

当該土地は，平成15年６月６日、根抵当権

者の申立てにより、競売開始決定がされ、そ

の後競落された。

Ｂは、Ｙに対し、平成17年10月17日、認証

申出書を提出して、認証の申し出を行った。

Ｙは、平成18年３月14日、本件認証申出に

対し，｢申出債権は，社員との宅地建物取引

により生じた債権とは認められない。｣との

理由で認証を拒否した。
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（東京地判　平22・6・29 ウエストロージャパン） 古本 隆一

最近の判例から 

眦－保証協会の認証－

保証協会の社員である宅建業者の詐欺により被った
損害が、「その取引により生じた債権」にはあたら
ないとの理由で認証申し出の拒絶が認められた事例



Ｂは、平成19年９月４日死亡し、Ｘが本件

認証申出に係る一切の権利を相続した。

Ｘは、平成21年３月12日、本件認証申出に

ついて改めて審理を求めたが、Ｙは同月23日

付回答書でこれを拒否した。

Ｘは主意的に申出債権の認証を求め、また、

Ｙの行った認証拒否は、Ｙの社員が行った違

法行為による被害者救済を目的とする保証制

度の趣旨に反するなどとして、予備的に不法

行為に基づく損害賠償として認証限度額であ

る1000万円及びこれに対する遅延損害金の支

払いを求め、訴えた。

２　判決の要旨

裁判所は次のとおり判示した。

盧　ＢのＡに対する債権は、業法64条の８第

１項にいう「取引により生じた債権」に該当

するか

Ａは、本件媒介依頼に関連して当該土地に

係る登記済証を預かった後、自己の財産状況

について虚偽の事実を述べてＢをその旨誤信

させ、これにより、Ｂは，当該土地について

根抵当権設定登記に係る根抵当権を設定する

ことを承諾したものと認めるのが相当であ

る。

そうすると、Ｂが当該土地についてした根

抵当権の設定は、Ａの欺罔行為によってされ

たものであるから、Ｂは、Ａに対して、同根

抵当権が実行されて当該土地が競落された結

果、被った損害について、求償権又は損害賠

償請求権を行使することができるものと解さ

れる。

しかしながら、業法64条の８第１項にいう

「取引により生じた債権」の意義について、

宅地建物取引業に関する取引（宅地若しくは

建物の売買若しくは媒介（業法２条２号）を

いう。以下同じ。）そのものから生じた債権

及び同取引から生じた損害賠償請求権のみな

らず，同取引に関連し，付随した行為から生

じた債権をも含むと解するとしても、上記の

求償権又は損害賠償請求権は、Ａの欺罔行為

及びＢの前記根抵当権の設定行為という、本

件媒介依頼とは別個独立の事実を原因とする

ものであって、本件媒介依頼に関連し、付随

した行為から生じた債権ということは出来な

い。

したがって、当該土地に関する債権は、業

法64条の８第１項にいう「取引により生じた

債権」には該当しない。

盪　本件認証拒否について不法行為が成立す

るか

本件認証申出に係る債権が業法64条の８第

１項にいう「取引により生じた債権」に該当

しないことは、上記で検討したとおりである

から、Ｙが本件認証申出及び再度の審査要求

を拒否したことによってＢの権利が侵害され

たものということは出来ない。

したがって、その余の点について判断する

までもなく、Ｙの本件認証拒否について不法

行為が成立しないことは明らかである。

以上によれば、Ｘの請求はいずれも理由が

ないからこれを棄却することとする。

３　まとめ

本判決は、土地の持ち主には大変気の毒な

結果となったが、妥当なものといえよう。

近年、経営状況が思わしくない宅建業者が

増加しており、一般消費者には、本件のよう

な犯罪被害に遭わないよう一層の注意が必要

と思われる。

（調査研究部調査役）
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（名古屋高判　平22・１・29 判時2068－82） 新井 勇次

最近の判例から 

眛－売却許可決定取消－

死亡４か月後に腐乱状態で発見されたことは民事執
行法上の損傷に当たるとされ競売物件の売却許可決
定が取消された事例

本件は、競売物件について売却許可決定を

受けた買受人が、当該物件内で腐乱死体が発

見されたことから、当該物件には「心理的瑕

疵」が発生しており、これは民事執行法75条

１項の「損傷」に当たるとして、本件売却許

可決定の取消しを申立てたところ、原決定が

同申立て却下したことから、執行抗告をした

事案において、本件物件の交換価値は低下し

たと認められ、死因が自殺、病死又は自然死

のいずれかに拘らず、民事執行法75条１項の

「損傷」に当たるとして、原決定を取消し、

売却許可決定が取消された事例（名古屋高裁

平成22年１月29日判決　決定　判例時報2068

号82頁）

１　事案の概要

本件は、競売物件における期間入札におい

て、原決定の不動産（以下「本件物件」とい

う。）につき競売最高価で買受けの申出をし、

平成21年８月12日に売却許可決定（以下「本

件売却許可決定」という。）を受けた買受人

が、その後本件物件内で腐乱死体が発見され

たことから、本件物件には「心理的瑕疵」が

発生しており、これは民事執行法75条１項

（以下「法75条１項」という。）にいう「損傷」

に該当する旨主張して、本件売却許可決定の

取消しを申し立てた事案である。

原決定は、本件物件内での死亡事件は自殺

によるものであるとは認められないなどと

し、法75条１項にいう「損傷」に当たらない

と判断して、買受人の申立てを却下したため、

買受人が執行抗告をしたものである。

２　判決の要旨

裁判所は以下のとおり判示して、売却許可

決定を取消した。

一件記録によれば、基本事件における債務

者兼所有者（以下「本件債務者兼所有者」と

いう。）は、平成21年４月ころ、マンション

の一室である本件物件内において死亡したこ

と、その遺体は、同年８月まで本件物件内に

残置されており、同月21日、買受人の従業員

が本件物件を訪れた際、腐乱した状態で偶然

発見されたこと、その際、室内には強烈な異

臭が残り、周囲にも強い異臭が立ちこめてい

たこと、遺体発見直後、警察官が数名駆けつ

けて本件物件内に立ち入り、数時間にわたり

警察官が現場を見張り、隣室住人が警察官か

ら事情聴取を受け、同じマンションの住人等

がこれらの様子を窺うなどしていたこと、買

受人は、本件への入札をした平成21年７月29

日にはもとより、同年８月21日まで、上記死

亡及び遺体残置等の事実を認識しておらず、

現況調査報告書、物件明細書及び評価書のい

ずれにも、これらについての記載はなかった

ことが認められる。また、本件遺体の発見後、



本件物件内に特に手を加えられた形跡はな

い。

以上を踏まえて判断するに、法75条１項に

いう「損傷」は、文言的には物理的な損傷を

指すものと解されるが、物理的な損傷以外の

理由によっても目的不動産の交換価値が著し

く損なわれ、買受人が不測の損害を受ける場

合があり、また、本件のように、同項が規定

する「買受けの申出をした後」の損傷ではな

くとも、現況調査報告書、物件明細書及び評

価書等のいずれにもそのことが反映されてお

らず、かつ、買受人が買受申出時にこれを認

識していなかった場合には、買受申出後に損

傷した場合と異なるところはないから、この

ような場合にも、法75条１項、188条が類推

適用される余地があるというべきである。

しかるところ、本件においては、上記のと

おり、本件債務者兼所有者がその居住してい

た本件物件内において死亡し、春から真夏に

かけて４か月以上もの間遺体が残置され、平

成21年８月21日の遺体発見時には腐乱した状

態で強烈な異臭を放っていたことが認めら

れ、このような場合には、床や敷物の状況等

にもよるが、遺体が残置されていた場所の床

が変色したり、床、天井、壁等に異臭が染み

ついて容易には脱臭できなくなるのが通常で

あり、それにもかかわらず、その後本件物件

内には特に手を加えられた形跡がないという

のであって、腐乱死体による床の変色や異臭

の床、天井、壁等への残存といった状態が現

在も継続しているのであれば、相当広範囲に

わたり床、天井、壁紙の貼替え等を要すると

ころであり、それ自体が本件物件の交換価値

を低下させる物理的な損傷であるということ

ができる上、たとえ床の変色が当初から存在

せず、現在では室内の異臭が解消しているも

のであるとしても、前記認定によれば、本件

物件内に死因不明の前居住者の遺体が長く残

置され、腐乱死体となって発見された事実は、

周辺住民に広く知れ渡っていることがうかが

われることからすると、本件物件を取得した

者が自ら使用することがためらわれることは

もちろん、転売するについても買手を捜すの

は困難であり、また、買手が現れたとしても、

本件のような問題が発生したことを理由にか

なり売買価格を減額せざるを得ないことは明

らかであるから、本件物件の交換価値は低下

したものといわざるを得ない。したがって、

本件物件におけるこのような物理的な損傷以

外の状況もまた、本件物件の交換価値を著し

く損なうものであり、法75条１項にいう「損

傷」に該当するということができる。

そうすると、本件売却許可決定は、法75条

１項、188条の類推適用により、取り消され

るべきである。

３　まとめ

本件は、競売物件の売却不許可の申出を規

定した法75条１項の「損傷」に当たるかどう

かが争われたものである。

原審が、物理的な損傷以外の理由で目的不

動産の価値が著しく損なわれる場合でも、同

条項所定の「損傷」に該当する余地はあると

したが、死因が自殺との認定は不可として、

物件の価値が著しく損なわれたとは言えない

としたのに対して、本件高裁判決は、損傷の

時期について、売却実施前に既に損傷があっ

た場合にも法75条１項の損傷に当たると判断

し、更に、物理的損傷に止まらず、価値的損

傷にも類推適用すべきとした点注目される。

本判決は、法75条１項の適用範囲について

事例的意義を有し、同種事案の参考になるも

のと思われる。
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吹付けアスベストを使用した建物で就労し

ていた男性が悪性胸膜中皮腫を発症し死亡し

たのは、建物賃貸人兼所有者が、アスベスト

対策を怠ったためだとして、その遺族が損害

賠償を求めた事案において、建物賃貸人兼所

有者の工作物責任を認め、遺族の請求を一部

認容した事例　（大阪地裁　平成21年８月31

日判決　一部認容・控訴　判例タイムズ1311

号183頁）

１　事案の概要

Ａ社（Ｂとその親族が取締役の、いわゆる

法人成りした会社）が、昭和45年３月に甲社

から賃借した鉄道高架下の建物において、文

房具店の店長として就労していたＢが、平成

14年７月に某医科大学附属病院にて悪性胸膜

中皮腫の診断を受け、平成16年４月に自殺に

より死亡した。このことについて、Ｂの相続

人であるＸらが、平成14年４月に吸収合併に

より甲社の権利義務を包括承継したＹ１株式

会社に対しては、不法行為又は土地の工作物

の設置、保存上の瑕疵に係る責任に基づき損

害賠償を求め、一方、甲社から、甲社とＡ社

との間の建物賃貸借契約に基づく賃貸人の地

位を平成14年４月に承継したＹ２株式会社に

対しては、債務不履行又は不法行為に基づき、

損害賠償を求めた事案である。

２　判決の要旨

裁判所は、Ｂが、本件建物に使用されてい

た壁面吹き付け材に含有するアスベスト繊維

が飛散して発生した粉塵を吸引し、悪性胸膜

中皮腫に罹患したことを認定した上で、Ｙ１

に対する請求については工作物責任を認め

て、Ｘらに約５千万円の損害金及び遅延損害

金の支払いを認めた。

一方、Ｙ２に対する請求については、Ｙ２

が本件建物の賃貸人たる地位を承継した平成

14年４月時点で吹き付けアスベストの撤去等

を行っていたとしても、Ｂの中皮腫の発症を

回避できたものと認めることは困難であった

ことから、仮にＹ２に本件建物の安全配慮義

務違反があったとしても、当該義務違反とＢ

の悪性胸膜中皮腫の発症との間に相当因果関

係は認められないため、ＸらのＹ２に対する

請求は理由がないとしてこれを棄却した。

盧Ｙ１の、本件建物の設置、保存上の瑕疵の

有無について

工作物に設置、保存上の瑕疵がある場合と

は、工作物が、その種類に応じて通常有すべ

き安全性を欠いていると解するのが相当であ

る。そして、人が利用する建物は、その性質

上これを利用する者にとって絶対安全でなけ

ればならず、人の生命、身体に害を及ぼさな

いことが当然前提となっているというべきと

ころ、本件建物は、鉄道高架下の商業店舗で

あり、本件建物内で営業を行う者の生命、身

体に害を及ぼさない安全な性状のものである
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（大阪地裁　平21・８・31 判夕1311 183） 小野 勉

最近の判例から 

眷－工作物責任－

吹付けアスベストを使用した建物で就労していた男
性が悪性胸膜中皮腫に罹患し死亡したことについ
て、賃貸人兼所有者に工作物責任を認めた事例



ことが予定されていたといえる。また、Ｂが

本件建物での就労を開始した昭和45年頃は、

人の生命、健康に対するアスベストの危険性、

有害性について、一般的に認識されているも

のと評価できる。ところが、本件建物は、２

階倉庫の壁面部分に、アスベストの中でも特

に発がん性などの有害性が強いクロシドライ

トを一定量含有する吹き付け材が露出した状

態で施工されており、しかも、頻繁に電車が

往来する鉄道の高架下にあって、鉄道が通る

たびに相応の振動が生じることにより、上記

吹き付け材が飛散しやすい状態にあったので

あるから、本件建物は、それを利用する者に

とって、アスベスト吹き付け材から発生した

粉塵の曝露、吸入により、生命、健康が害さ

れ得る危険性があったといえる。そうすると、

本件賃貸借契約開始時である昭和45年３月時

点以降本件建物には、設置、保存上の瑕疵が

あったものと認めるのが相当である。

盪本件建物の占有について

民法717条１項は、危険な工作物を支配、

管理する者が、当該危険が現実化したことに

よる責任を負うべきであるとの考え方に基づ

くものであることからすれば、同項にいう

「占有者」とは、被害者に対する関係で土地

工作物から生ずる危険を支配、管理し、損害

の発生を防止し得る地位にある者をいうと解

するのが相当である。本件では、①甲社は、

本件建物の所有者として、本件建物が駅高架

下に存在するという鉄道施設に関連した特殊

物件であるということを前提に、本件賃貸借

契約を締結し、同契約においては、甲社に対

し、管理上必要があるときに、本件建物に立

ち入り、必要な措置を執る権限が認められて

いたこと、②本件賃貸借契約上、賃貸人であ

る甲社は、本件建物の主体建築物及び基礎的

施設の維持管理に必要な修繕義務を負担して

いるところ、２階倉庫の壁面には、アスベス

ト吹き付け材が施工されており、電車の振動

及び経年劣化により、２階倉庫部分には本件

粉塵が飛散し得る状態であったことからする

と、２階倉庫の壁面につき修繕等の措置を執

ることが許容されているのは専ら賃貸人たる

甲社であって、賃借人のＡ社にはそのような

権限がなかったこと、③賃借人であるＡ社は

いわゆる法人成りした会社であり、Ａ社は、

被害者であるＢと実質上同一であると評価で

きることを考慮すると、Ｂに対する関係で本

件建物２階倉庫部分に施工されている吹き付

けアスベスト材から生じる危険について、支

配、管理し、損害の発生を防止し得る地位に

あった者は、甲社であるというべきである。

したがって、甲社が、民法717条１項にいう

占有者に当たると認められるものの、結局そ

の責任を負うべき主体は、その責めを負うべ

き期間（Ｂがアスベストに曝され始めた昭和

45年３月から、悪性胸膜中皮腫を発症した平

成13年11月ころまでの間）に占有者（賃貸人）

兼所有者であった甲社（昭和48年３月に関連

会社を吸収合併し商号変更している。）を、

包括承継したＹ１となる。

３　まとめ

本件は、アスベストを使用した建物につい

て初めて工作物責任を認めたものであるとと

もに、建物を直接占有している賃借人ではな

く間接占有者である賃貸人が民法717条の

「占有者」であるとして、工作物責任を認め

ている点も注目されており、実務上参考とな

る事例として紹介する。

なお、本事件の控訴審判決が、平成22年３

月５日大阪高裁であり、裁判長は、昭和45年

頃にアスベストの有害性が認識されていたと

する第一審判断を踏襲する一方、賠償額につ

いては、過失割合を見直し増額変更した。

（調査研究部調査役）
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